
 

平成 21 年 5 月 29 日 

 

お客様 各位 

関係者 各位 

日本インベスターズ証券株式会社 

代表取締役社長 三住 詔夫 

 

 

当社に対する検査結果に基づく勧告について 

 

 

平素は弊社をご愛顧いただき、誠にありがとうございます。 

弊社は、昨年 11 月より関東財務局による検査を受けておりましたが、弊社の業務に関して法令

違反の事実が認められたため、本日、内閣総理大臣及び金融庁長官に対して、証券取引等監視

委員会より、金融庁設置法第 20 条第 1 項の規定に基づく行政処分を求める勧告が行われました。

（勧告内容については別紙をご参照ください。別紙は原文をそのまま記載しております。） 

 平成 18 年 6 月の勧告に続き今回同様の勧告が行われたましたことを厳粛に受け止めますと共に、

皆様にご心配をお掛けいたしましたことを深くお詫び申し上げます。 

 弊社といたしましては、今回のご指摘を踏まえ、より一層の内部管理体制の強化・充実を図ってま

いる所存でございます。皆様におかれましては、引き続き弊社をご愛顧賜りますよう、何卒よろしく

お願い申し上げます。また、今後の当社の抜本的な改善策の進捗状況等につきましては、随時お

知らせしてまいりますので、何卒ご理解を賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

以上 

 

【お問合せ先】 管理部コンプライアンスグループ長 小柳（03-3560-0903）まで 

 

 



別紙 

 

日本インベスターズ証券株式会社に対する検査結果に基づく勧告について 

 

平成２１年５月２９日 

証券取引等監視委員会 

１．勧告の内容 

 関東財務局長が日本インベスターズ証券株式会社（東京都港区、代表取締役社長 三住 詔

夫、資本金１，５５０百万円、役職員３１名）を検査した結果、下記のとおり、当該金融商品取引業

者及びその役員に係る法令違反の事実が認められたので、本日、証券取引等監視委員会は、内

閣総理大臣及び金融庁長官に対して、金融庁設置法第２０条第１項の規定に基づき、行政処分

及びその他の適切な措置を講ずるよう勧告した。 

 

２．事実関係 

○ 外国投資信託受益証券の解約等に係る顧客分別金の信託不足 

 日本インベスターズ証券株式会社（以下「当社」という。）は、前回検査において顧客分別金の

信託不足につき指摘を受け、これに基づき業務改善命令を受けたにもかかわらず、今回検査に

おいても外国投資信託受益証券の解約等に係る顧客の計算に属する金銭（以下「解約代金

等」という。）について、当社取締役副社長（当時。現代表取締役社長。）の判断により、分別管

理を行わないまま業務を継続していた。 

 その結果、当社は、平成１９年１０月２２日から検査基準日（同２０年１１月１８日）までの間に５７

回到来した顧客分別金必要額の差替計算基準日において、解約代金等につき２５回の顧客分

別金必要額への未計上が認められ、顧客分別金の信託不足（５回、最高額 約１３９百万円）を

生じさせた。 

 

 当該金融商品取引業者及びその役員が行った上記行為は、金融商品取引法第４３条の２第２

項に違反するものと認められる。 

以上 


